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は じ め に 

 

平成 22 年度の冬は、1 月上旬からの継続的な降雪に日中の低温が重なり、魚

沼市で 4 メートルを超える積雪深を記録するなど、県内のほぼ全域で平年を大

きく上回る積雪となった。 

この豪雪により、鉄道や道路の不通による交通の混乱が生じるとともに、雪

処理に伴う事故が多発するなど、県民生活に大きな影響が生じたことから、9 市

町に災害救助法が適用され、自衛隊の災害派遣要請も行われた。 

雪による死傷者数は、平成 18 年豪雪とほぼ同じ 316 名にも達し、そのうち高

齢者が 139 名であり、特に雪下ろし等除雪作業による死者 10 名のうち 8 割を高

齢者が占めていた。 

このような状況から、本委員会は、県内の克雪住宅の現状や雪害事故の発生

状況などを踏まえ、克雪住宅の義務化の可能性を含め、高齢者が屋根雪下ろし

をしなくても済むような地域づくりのための住環境改善策について、3 回の委員

会で議論を重ね、報告書としてとりまとめた。 

過疎・高齢化が全国平均よりも早いペースで進んでいる新潟県において、本

委員会報告が活用され、屋根雪処理等に伴う高齢者などの事故をなくすため、

適切な対策が早期に実施されることを望む。 
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第１章 検討の背景 

 

 

 

１ 特別豪雪地帯の指定の状況 

新潟県は、県下全域が豪雪地帯に指定され、更に 18 市町村、県土面積の 70％

が特別豪雪地帯に指定されている全国有数の豪雪県である。 

特別豪雪地帯には県内人口の 38.2％が居住している。 

 

〔図 1－1〕新潟県の特別豪雪地帯の指定の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：新潟県の雪対策（平成 23年 3月）
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２ 積雪による死傷者の状況 

（1） 事故発生件数の推移 

県内の積雪による死傷者事故の発生件数と降雪量（十日町、小出、湯沢

の観測所の平均値）を各年別でみると、降雪量に比例して発生件数が増加

する傾向が窺われ、平成 16 年以降はその傾向がより顕著であり、平成 17

年、平成 22 年における死傷者事故の発生件数は 300 件を超えている。 

 

〔図 1－2〕事故発生件数の推移（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2） 平成 22 年度の降積雪の特徴 

継続的な降雪と急激な積雪量の増加が平成 22 年度の降積雪の特徴であ

る。 

魚沼市の守門庁舎では、平成 22 年 12 月 24 日に 80 ㎝／日の降雪を観測

し、その後も量の多少はあるものの切れ間のない降雪が続き、1 月末には

昭和 56 年豪雪以来となる 4ｍを超える積雪深を観測した。1 月の気温は、

午前 9 時において平均 0℃と低く、降り積もった雪がなかなか融けないま

ま積雪が重なり、ゴールデンウィーク頃まで積雪が残った。 

県内の雪による死傷者は、特に積雪が多い 1 月中・下旬に集中して発生

し、合計死傷者数は 5 年前の平成 18 年豪雪とほぼ同じ 316 名にも達した。

原因は、雪下ろし等の除雪作業中によるものが最も多く全体の約 8 割を占

め、そのうち 65 歳以上の高齢者が約 4 割を占めていた。 

資料：新潟県危機対策課 

0

50

100

150

200

250

300

350

平
成
2
年
度

平
成
3
年
度

平
成
4
年
度

平
成
5
年
度

平
成
6
年
度

平
成
7
年
度

平
成
8
年
度

平
成
9
年
度

平
成

1
0
年
度

平
成

1
1
年
度

平
成

1
2
年
度

平
成

1
3
年
度

平
成

1
4
年
度

平
成

1
5
年
度

平
成

1
6
年
度

平
成

1
7
年
度

平
成

1
8
年
度

平
成

1
9
年
度

平
成

2
0
年
度

平
成

2
1
年
度

平
成

2
2
年
度

0.0

200.0

400.0

600.0

800.0

1000.0

1200.0

1400.0

1600.0

1800.0

2000.0
不明

軽症

重症

死亡

降雪合計
（小出・十日町・
湯沢観測所の平均
値）

降雪合計（ｃｍ）発生件数（件）



 

 3 

平成 22 年度の雪は、新聞やテレビなどのマスメディアで報道されたよ

うに、中山間地域の過疎・高齢化の進行と、近年の公共事業費削減の影響

などによる地域建設業界の弱体化などによる屋根雪下ろしや除雪の担い

手不足が深刻な問題となった。 

そのため、人力による屋根雪下ろしが不要な克雪住宅の普及を促進させ

ることが急がれることとなった。 

 

〔図 1－3〕平成 22 年度の魚沼市守門庁舎の降積雪量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔表 1－1〕平成 22 年度の雪による死傷者の原因別内訳（新潟県） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 高齢者世帯の現状 

平成 22 年 10 月 1 日現在の 65 歳以上の高齢者人口は 621,187 人で、県総人

口に占める割合（高齢化率）は 26.3％となっている。 

全国の高齢化率は 23.0％で、新潟県は全国よりも 3.3 ポイント高く、高齢

化が進行している。 
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資料：新潟県危機対策課 

切れ間のない降雪 

全　　体
うち、65歳以上 全体 うち、65歳以上

雪下ろし等除雪作業によるもの 255 113 10 8

側溝等転落によるもの 8 7 6 5

雪崩等によるもの 1

屋根雪落下等によるもの 12 8 2 2

除雪機事故によるもの 38 10 1

その他（疾患発症含む） 2 1 1 1

合計 316 139 20 16
（参考）H17年度（H18豪雪）死傷者320名

死  傷  者  数
うち、死者数原     因

資料：新潟県危機対策課 
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平成 22 年度における高齢者世帯の状況は、単身高齢者及び世帯員いずれか

が 65 歳以上の夫婦のみの世帯（以下「高齢者世帯」という。）の総数が 151,348

世帯であり、将来も増加が見込まれる。 

特別豪雪地帯の指定を受けた市町村における高齢者世帯数は 75,078 世帯

で、県内総数の約 50％が雪対策が必要な特別豪雪地帯に居住している。 

 

 

４ 克雪住宅の現状 

（1） 克雪住宅とは 

克雪住宅には、多雪地域で屋根雪下ろしの必要がないように工夫された

住宅で、人工又は自然のエネルギーを利用して屋根雪を融かす「融雪式」、

構造材を補強して屋根雪の重さに耐える「耐雪式」、急な屋根勾配や滑り

やすい屋根葺材を用いて自然に屋根から雪を滑り落とす「落雪式」がある。 

落雪式は、地表面に落ちた屋根雪が 1 階の窓を塞ぐといった居住環境の

悪化を防ぐため、通常は基礎を地表面から 2 メートル程度高くした高床式

工法と併用して建築されることが多い。 

 

〔表 1－2〕克雪住宅の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
資料：雪に強い住まいづくり（平成 3年 1月 新潟県） 
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（2） 克雪化への支援 

冬季の居住環境の向上、雪下ろしに伴う負担軽減と危険防止を図るため、

住宅の新築や改修などに合わせて屋根を融雪式や落雪式とする場合に、新

潟県と市町村が共同でその費用の一部を補助する助成制度を平成 5年度か

ら行っている。新潟県では、平成 22 年度末までに 13,773 戸を対象として

約 26 億円の補助を行っている。 

なお、新潟県中越大震災、新潟県中越沖地震で造成された基金において

も、被害住宅を克雪住宅として再建する場合、同様の支援が行われていた。 

 

（3） 普及の状況 

国の住生活総合調査に併せて新潟県が独自の調査項目を追加して行っ

た新潟県住生活総合調査拡大調査（平成 20 年 12 月 1 日実施。以下「H20

年拡大調査」という。）によると、特別豪雪地帯の指定を受けている市町

村において、全住宅の中で克雪住宅の占める割合「克雪化率」は約 4 割に

留まると推計される。克雪方式別では「落雪式」の約 17％が最も多く、次

いで「融雪式」と「耐雪式」が各々約 8％、「併用式」が約 3％の順で続く。 

行政区域の全てが特別豪雪地帯の指定を受けている市町村において、

「克雪化率」を建築年代別でみると、最近の新設住宅は約 8 割と高く、年

代を遡るほど雪下ろし式が多い傾向がある。 

 

〔図 1－4〕建築時期別の克雪化率（新潟県 特別豪雪地帯市町村（全部指定）） 
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（4） 満足度 

H20 年拡大調査によると、特別豪雪地帯の指定を受けている市町村にお

いて、現在居住している住宅の屋根雪処理に対する満足度は、「耐雪式」

の 66％が最も高く、次いで「落雪式」が 55％、「融雪式」が 48％、併用式

が 46％の順で続き、融雪式の満足度が相対的に低い。 

全体の約 6 割を占める「雪下ろし式」にも、満足している世帯が 21％存

在している。 

 

〔図 1－5〕住宅の克雪化と満足度 

（新潟県 特別豪雪地帯市町村（全部・一部指定）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（5） 克雪化の効果 

克雪住宅は、雪下ろしに伴う危険防止などに加え、平成 22 年度の積雪

で深刻な問題となった雪下ろしの労働力不足の解消にも寄与することか

ら、克雪住宅を義務づけすることの可能性を次章にまとめた。 

 

  

 

 

 

 

資料：新潟県住生活総合調査拡大調査（平成 20年 12月 1日実施） 
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8%

落雪式
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不明
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21%

48%

66%

55%

46%

不満

満足不明

〔凡例〕

66%

55%

46%

48%

21%
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第２章 克雪住宅の義務化の検討 

 

 

 

 高齢者が屋根雪下ろしをしなくても済むような地域づくりを進めるため、雪

下ろしの必要がない克雪住宅の義務化の可能性をここで述べる。 

なお、一部の地域で規制されている地下水を開放利用する屋根雪処理は、地盤

沈下などの環境上の配慮より克雪住宅としての検討の対象から除外している。 

 

 

１ 義務化の手法 

克雪住宅の義務化の手法は、条例、要綱、ガイドラインなどがあるが、実

効性確保の面から地方自治法に基づく自主条例が適当と考える。 

なお、義務化に際しての法制上の留意点は次のとおり。 

① 私有財産への制限 

現在の住宅屋根は雪下ろし式が多く、積雪による被害から住宅を守る

ために所有者が自らの意思で屋根に上り、又は人を雇って雪下ろしを行

っている。住宅の克雪化は、多額の金員を投入して、住宅という私有資

産に特定の機能を付与するものであることから、義務化する場合、公衆

災害の防止など公益性が明確に確保される必要がある。 

② 平等原則との整合性 

全域が豪雪地帯に指定されている本県において、特定の地域を対象に

克雪住宅を義務化する場合、建築の自由を制限することに対する受忍限

度や地域指定の妥当性について、住民の十分なコンセンサスを得る必要

がある。 

③ 法令との整合性 

条例は、自治体が処理する事務に関して法令の範囲内で定めることが

できるとされており、克雪住宅の義務化をする場合、規制する事項が法

令に違反していない必要がある。 
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２ 実効性の検討 

克雪住宅を義務化する場合の実効性の確保について、検討する世帯の類型

別に実効性確保のための対策及び県民理解の必要性に関する議論の結果を以

下に示す。 

（1） 検討する世帯の類型 

克雪住宅の義務化は、住宅を新設・建替を予定する世帯と雪下ろし式の

既存住宅に居住する世帯に分けて検討し、実効性確保について、以下のと

おり整理した。 

ア 新設・建替住宅 

新設・建替住宅に克雪住宅が占める割合は、前述の図 1-4 のとおり行

政区域の全域が特別豪雪地帯の指定を受けている市町村においては約 8

割と高く、図 2－1 に記載した新潟大学の調査によると、克雪住宅の集団

的整備にも取り組んでいる十日町市では、平成 17 年～21 年の新設住宅

の 9 割を克雪住宅が占めている。第１章で記載したとおり県及び市町村

は、平成 5 年度から共同して克雪住宅の整備への支援を行っており、克

雪住宅の普及に一定の効果を上げていることが建築年代別にみた克雪化

率からも窺える。 

しかし、特別豪雪地帯においても新設・建替住宅の約 2 割について、

雪下ろし式としている世帯が存在しており、克雪化が望まれる高齢者世

帯などで、資金不足などを理由に克雪化を見送るものが相当数あると考

えられる。 

 

〔図 2－1〕新設住宅の屋根雪処理方法（十日町市 平成 17 年～平成 21 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：克雪住宅の実態調査報告（平成 23年 3月 新潟大学災害復興科学センター） 

融雪式

16%

耐雪式

21%

自然落雪式

51%

克雪複合式
2%

雪下ろし

10%
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イ 建て替え予定のない既存住宅 

H20 年拡大調査によると、全県を対象とした調査でリフォームの意欲

があり、また克雪化を希望している世帯の拠出可能額は、100 万円が 13％

と最も多く、次いで 200 万円が 12％で続く。この金額は、平均的な規模

の住宅の克雪化に必要な一戸当たりの工事費約 400 万円と大きなギャッ

プがある。 

同調査によると、築後年数が 30 年以上を経過した建て替え時期を迎え

た雪下ろし式の既存住宅について、所有者の 7 割以上が克雪化を希望し

ているにも関わらず、その意向どおりに克雪化が実施されていないとい

った現状がある。  

この現状から、建て替え予定のない既存住宅の所有者の多数が、経済

的負担を理由に住宅の克雪化を見送っている状況が窺える。 

一方、H20 年拡大調査によると、主に家計を支える者の年齢が 65 歳以

上で、世帯年収が 800 万円以上の高額所得者であっても、約 3 割が住宅

の克雪化を希望しないといった調査結果がある。 

この調査結果から、建て替え予定のない既存住宅の所有者は、例えば

住み継ぐ人が身近にいないといった将来に対する見通しなどから、一定

以上の収入があっても住宅への投資を控えている状況が想定される。 

 

〔図 2－2〕屋根雪下ろし式世帯の克雪化の希望 

（新潟県 克雪化を希望する世帯 世帯年収 800 万円以上） 
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資料：新潟県住生活総合調査拡大調査（平成 20年 12月 1日実施） 
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（2） 実効性確保のための対策 

ア 新設・建替住宅 

条例による克雪住宅の義務化は、行政処分や罰則を規定することによ

り、高い実効性が確保される。 

しかし、現在の雪下ろし式住宅が克雪住宅に建て替わるまでには、我

が国における住宅建て替えの平均築後年数から考えると 30 年以上を必

要とし、近年の住宅の長寿命化傾向から、さらに長期に渡って克雪化さ

れない住宅（既存不適格住宅）が存在し続けることが想定される。また、

住宅の新設等と合わせた克雪化が最も望まれるにも関わらず、所有者が

その必要性を認識していないと、義務化しても実行されない可能性があ

る。 

新設・建替に合わせた克雪化を見送る約 2割の世帯が、克雪化の必要

性に対する認識を高めるためには、克雪化の工法・技術別のコスト比較

や、克雪化と雪下ろしを業者に委託した場合とのコスト比較、或いは高

齢化した場合の自力での雪下ろしの困難性などといったことについて、

克雪化に向けてその必要性を客観的に判断することができる情報の提供

の充実を図る必要がある。 

イ 建て替え予定のない既存住宅 

既存住宅への条例による克雪住宅の義務化は、法の不遡及の原則から

困難であり、仮に条例に規定したとしても、多額の住民負担を伴う克雪

化を不履行とした場合の行政処分や罰則を適用しにくく、実効性を確保

することが難しい。 

なお、特に対策が必要な世帯の課題は以下のとおり。 

(ｱ) 低所得者など経済的負担が困難な世帯 

所有者が負担しうる費用にマッチする克雪工法・技術がないため、

多大な経済的負担が困難な世帯に克雪住宅を義務化しても、実効性の

確保が困難と考えられる。克雪化を希望する高齢者世帯の多くは、拠

出可能額と克雪化に要する費用との間に大きなギャップが見受けら

れるため、克雪住宅を義務化しても実行できない世帯を多数生じさせ

ることが考えられる。 
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(ｲ) 高齢者など住宅への投資を控えている世帯 

住み継ぐ人が身近にいないなどの単身高齢者世帯等に対して克雪

住宅を義務化しても、新たに投資する価値を感じないなどの理由から

実行されないことが考えられる。 

また、仮に多額の支援を受けて住宅を克雪化したとしても、世代間

で住み継がれず耐用年数の年限内において空き家となる可能性があ

り、投資が活用されないおそれがある。 

 

（3） 県民理解の必要性 

一例として、平成 23 年 8 月に大阪府が行った太陽光パネルの義務化に関

する府民アンケートの結果によると、住宅への太陽光パネルの設置を義務

化する構想について、想定初期投資額 200 万円のまま義務化した場合は約

9 割が反対し、府民の初期投資負担額を 22 万 6 千円、想定初期投資額の

10 分の 1 近くまで引き下げて、ようやく半数が賛成することが想定される

と推計している。 

克雪住宅を義務化した場合の投資負担についても同様の性格のもので、

県民の理解を得るためには、負担の軽減を図る相応の支援措置を併せて講

じる必要がある。 

 

 

３ 条例の方向性 

条例の制定は、屋根雪処理は個人の務めであり、自ら積雪による事故に対

する備えをすべき責務があるという原点へ県民意識を大きく変える効果が期

待される。住宅の克雪化を義務付けた条例を制定することは、雪処理の労働

力不足の解消といった地域防災力の確保や雪処理事故の防止を図る上で有効

な手段である。 

一方、克雪化しない主な理由としては「資金不足」、「リーズナブルな工法

がない」、「住み継ぐ人がいない」などがあり、低所得者など住宅への投資自

体が困難な者に対して実効性を確保しなければ、条例で克雪住宅を義務化し

ても、雪国の住環境改善に有効な手立てにならない。 

直ちに克雪化を実行することが困難な世帯も存在していることから、条例

には、克雪住宅の努力義務と安全な雪下ろしのための留意事項の二つを柱と
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し、今後の施策の進展によって、数年後に努力義務を義務化に展開していく

ことができるような情勢を創り出すことが望まれる。 

なお、住宅の克雪化を促進するためには、経済的負担の軽減策ともなる太

陽光発電など再生可能エネルギーを活用した克雪住宅の普及が期待される。 

 

  〔参考〕（仮称）屋根雪条例の規定項目例 

項  目 主な内容 

目  的 雪国の住環境改善 

（雪によるハンディキャップのない地域づくり） 

基本理念 ・屋根雪下ろしに伴う事故の抑制 

・地域資源を活かした住環境整備の推進 

県・住民・事業者 

の責務 

基本理念の遵守 

国への要請 条例の目的達成のための国への要請 

克雪住宅の普及・促進 ・住宅の克雪化の努力義務 

・克雪化工法・技術の開発 

雪下ろし時の安全確保 ヘルメットの着用、命綱の使用 

見直し規定 数年後の規定内容の見直し 
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第３章 雪国の住環境改善に向けた提言 

 

 

 

第２章で記載した条例の実効性を確保するための課題と施策について、「克雪

住宅の普及の促進」と「雪下ろしの安全対策」をここで述べる。 

なお、住宅の除雪に関する課題と施策については、既に多くの場において様々

な議論がなされていることから、ここでは、本委員会で議論された本県の地域

性に即したものに関して述べる。 

 

 

１ 克雪住宅の普及の促進 

（1） 融雪式屋根の低い満足度 

既存住宅の克雪化には、施工の容易性から融雪式が有効な手段となるが、

融雪のための灯油代が 1 シーズン十数万円を必要とするなど、経済負担が

大きいことが普及を阻害する要因となっている。融雪式住宅所有者の満足

度は、平成 15 年の 75．6％が平成 20 年の 47．1％へと、30 ポイント近く

低下しており、この 5 年間の石油価格の高騰と豪雪の重なりから、ランニ

ングコストが上昇した影響と推察される。 

 

〔表 3－1〕融雪式住宅に住む所有者の満足度 

調査年月日 融雪式屋根の満足度 

平成 15 年 12 月 1 日 75.6 ％ 

平成 20 年 12 月 1 日 47.1 ％ 

 

 

（2） 落雪式屋根の活用 

屋根の雪下ろし事故が重症化する度合が高い中山間地域においては、敷

地が比較的広く雪下ろしをした屋根雪の堆雪スペースの確保が容易である

ことから、落雪式の克雪住宅の普及が進んでいる。中山間地域では住宅の

更新が都市部に比べて一般的に遅いため既存住宅の対策が重要である。既

存住宅の克雪化においては、大規模な構造補強が必要な耐雪化は困難であ

出典：新潟県住生活総合調査拡大調査 
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り、また融雪式はコスト面で課題があることから、落雪式が最も適してい

ると考えられる。 

 

〔図 3－2〕立地別の克雪化方式 

（新潟県 特別豪雪地帯市町村（全部・一部指定）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3） 太陽光発電との併用 

東日本大震災におけるエネルギー需給の逼迫による社会的混乱の発生を

踏まえ、自立分散型電源の必要性が高まっている。また、平成 24 年 7 月か

らは電力の固定価格買取制度が実施されることから、再生可能エネルギー

の普及を県内全域においてより一層推進していく必要がある。 

現在市場に出ている太陽光発電パネルには、滑らかな表面を有し、落雪

機能を備えるものもあり、雪国の環境においても発電が可能であることが

確かめられつつある。 

一方、平場では一定の発電量が確保できる見通しがあるが、豪雪地の環

境でどの程度の発電量や耐用年数を確保できるかは、メーカーを交えた精

査が必要であるとともに、豪雪地固有の設置コスト増も想定されることか

ら、調査研究していくことが重要である。 

資料：新潟県住生活総合調査拡大調査（平成 20年 12月 1日実施） 
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こうした中、中山間地域の住宅の急傾斜を有する屋根に太陽光発電パネ

ルを設置することにより分散型の電力供給を進めることが考えられる。 

更に克雪化に要する費用を売電により軽減し、克雪住宅の普及をより一

層促進させることが期待される。 

また、融雪式の一つとして電力を融雪の熱源とし、融雪に要するランニ

ングコストを太陽光発電による通年の売電収益の中で賄う仕組みも提案さ

れており、これらの技術開発の促進も望まれる。 

 

〔図 3－3〕各地の年間予想発電量と年平均日射量 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：一般社団法人 太陽光発電協会 HP 
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〔表 3－4〕想定発電量 

東京都 新潟市 魚沼平均 

997 kWh／年 941 kWh／年 860 kWh／年 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（4） 克雪住宅ガイドブック・手引きの作成 

克雪住宅の更なる普及を図るには、県や市町村が単独で取り組むだけで

は不十分であり、地域の気候や住様式など雪国の実状を熟知した地元の建

築関係者の関与が不可欠である。 

屋根雪対策条例等の実効性を確保するため、克雪住宅の導入に向けた費

用対効果のシミュレーションや雪に強いプランニングなど、住民や地元建

築関係者などの目線で説明したガイドブック等を作成し、克雪化に関する

住民からの相談に応じる市町村窓口で活用することなどによって、克雪住

宅の更なる普及が期待される。 

 

（5） 克雪住宅コンペの実施 

県内には、再生可能エネルギーを利活用し、融雪式の克雪住宅の普及を

図る上で課題であったランニングコストを抑えた優れた工法・技術が複数

ある。 

これらの工法・技術の需要を喚起し、普及を進めるための手法として、

－ 参 考 － 

屋根融雪と太陽光発電を組み合わせた例 

太陽電池・屋根鋼板・電気ヒーター

を一体化したパネルを使用し、冬季

の融雪に掛かる電気代を太陽光発電

の年間発電電気代で賄うシステム。 

資料：Ｈ社（本社：新潟県南魚沼市） 

太陽光発電：4kw　電気式屋根融雪：160㎡
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優秀な克雪住宅を表彰するコンペの実施が考えられる。 

コンペは、例えば克雪住宅を施工した工務店等と合わせて建て主を表彰

することによって、住宅の克雪化への関心が一層高まることが期待される。 

 

（6） 減築と合わせた克雪化の促進 

世帯規模の縮小に伴う住宅の減築とあわせた克雪化の促進が考えられ

る。 

減築とは、広義には、建築面積の一部や階数を減らすなど建築物の床面

積を減らして住宅のコンパクト化を図ることで、人口減少社会における世

帯規模の縮小にあわせたコンパクトな住まい方を実現する方法の一つで

ある。国土交通省の「減築による地域性を継承した住宅・住環境の整備に

関する研究」によると、持家戸建て世帯の 42％が減築に関心を持っている。 

減築は、一般的に住宅規模の縮小に合わせて、屋根改修が伴うことから、

屋根面積が小さくなることによる雪処理量の減少のほか、減築に合わせた

克雪化が経済的に有利である。 

なお、減築は維持管理の負担軽減や省エネルギーのほか、耐震性能が向

上するといった利点もある。 

 

〔図 3－5〕減築のパターン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（7） リバースモーゲージによる克雪化の資金調達 

克雪化の資金を調達するための方法として、リバースモーゲージの活用

が考えられる。 

出典：減築による地域性を継承した住宅・住環境の整備に関する研究（国土交通省） 

（国土交通省） 
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リバースモーゲージとは住宅ローンの一種で、自宅を担保に老後資金を

調達する方法であり、日本においては、1981 年東京都武蔵野市で先駆的に

実施され、高齢者の住宅を担保に在宅福祉サービスの代金を融資する制度

が行われている。 

本県では、新潟県中越大震災や新潟県中越沖地震で造成された基金にお

いて、被災者に住宅再建資金を直接融資する「緊急不動産活性型住宅再建

資金融資」が事業化され、合計 25 件の活用実績がある。 

高齢者世帯では、一般的に「持ち家はあるが資金にゆとりがない」とい

った傾向が強まるため、一定の資産価値が見込める場合、土地・住宅を担

保に克雪化費用を融資するリバースモーゲージは、定住意識が強く、我が

家を終の棲家として考えている高齢者世帯の希望を叶える手法のひとつ

となることが考えられる。 

 

（8） 克雪化工法・技術に関する情報発信等 

克雪化の費用対効果に関する客観的な情報を県民に広く提供すること

で、克雪住宅の普及を促進することが考えられる。 

例えば、第 2 章でも記載しているが、克雪化の初期投資とランニングコ

ストとの比較など、克雪住宅に関する費用対効果を客観的に判断すること

が可能な情報を消費者に広く提供することによって、住宅の新設・建替時

にあわせた克雪化が効果的であるといった認識が一層進み、克雪住宅の普

及が促進されることが期待される。 

なお、住宅を克雪化した場合、高床落雪式は加齢などに伴い上下移動が

困難となることや、屋根雪の落下による危険性があることなどを合わせて

情報発信していくことが必要である。 

 

 

２ 雪下ろしの安全対策等 

本委員会では、高齢者が屋根雪下ろしをしなくても済むような地域づくり

のため、克雪住宅の完全普及を検討してきたが、その普及には時間を要する

ことから、当面の対策として雪下ろしの安全対策をあわせて議論した。 

（1） 命綱を取り付けるための金具の設置 

雪下ろしの安全を確保するためには命綱が有効であり、命綱を取り付け
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る金具を屋根に設置することが考えられる。 

労働災害の防止を図るための労働安全衛生法では、高さ 2 メートル以上

の高所作業を行う場合で、墜落により労働者に危険を及ぼすおそれのある

ときは、防網を張り、安全帯を使用させるなどの墜落による労働者の危険

を防止するための措置を講じることを事業者に義務付けている。 

雪下ろし作業の安全を確保するため、命綱を固定する金具の屋根への設

置は、むしろ義務化すべき内容とも考えられる。 

 

（2） 複数人による雪下ろしの仕組みづくり  

雪処理事故の重症化は、発見の遅れが大きな原因の一つと考える。 

世帯人員が複数の世帯であっても、仕事や学業などの事情から、住宅に

残った高齢者がやむを得ずに一人で屋根雪下ろしを行うといったケース

が見受けられる。雪下ろしに伴う死亡事故を減らすためには、早期発見が

不可欠であることから、複数人による雪下ろしを促進するための仕組みづ

くりも必要と考えられる。 

 

 

３ 季節居住・集住 

個人の住宅の雪対策支援とは別のアプローチとなるが、セーフティネット

の観点から冬季の安全・安心な生活を確保するためには、季節居住・集住も

必要と考える。 

住み慣れた土地に暮らし続ける上で冬の生活や雪処理に対する不安を解消

し、安全・安心な暮らしを確保するため、自助、地域共助による屋根雪処理

が困難な場合には、冬季のみ公共施設などに移住する季節居住や集住も選択

肢の一つとなることが考えられる。 
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お わ り に 

 

本委員会による検討の結果は、屋根雪下ろしに伴う高齢者事故を防止するため

に、屋根雪処理に関する条例を制定することは、雪処理に対する県民意識など

を大きく変える効果が期待され、雪国の住環境を改善する上で有効であるが、

既存住宅における既存不適格の発生や、経済的負担が困難な世帯への実効性確

保などの問題から、直ちに条例において克雪住宅を義務化することが困難であ

るといった結論に至った。 

しかし、その検討趣旨を生かすために、住宅の克雪化を努力規定とし、雪下ろ

し時の安全対策等を規定した自主条例の制定と、再生可能エネルギーを活用し

た克雪化工法・技術の開発・普及が進むことによって、将来的には克雪住宅の

全面普及に向けた環境が整うことも期待される。 

住宅の克雪化は、屋根の上での雪処理を必要としないことから、雪処理事故の

防止には高い効果が期待される一方、平均的な住宅規模では一戸当たり 400 万

円程の多額の経済的負担が生じることから、全面普及のためには、新設住宅の

着工の減少の恐れなど地域経済に影響等を与えないように、所有者の負担しう

る費用を満たす克雪工法・技術の開発・普及が望まれる。 

また、住宅の克雪化の普及促進と合わせて、その効果が十分に持続されるよう

に住宅の維持管理の方法についても検討・考慮を重ねる必要があるものと考え

る。 

最後にこの報告書が、雪国における屋根雪下ろしに伴う事故を防止するための

住環境改善の一助となることを期待して、委員会の報告としたい。 

 

平成 24 年 3 月 30 日 

新潟県雪国の住環境改善検討委員会 

 

 

   委  員  長    

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


